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巻頭

「これからの地方財政と新しい経済地理学」

　地方財政を考える際に、法律的アプローチと経済学的アプローチが

ある。地方財政に限らないことではあるが、地方に関するデータには制

約がある。しかしながら新しく作られた地域政策研究センターでは是非

とも経済学的なアプローチで地方財政を分析し、新しい切り口でなるほ

どというものを発表して欲しいものである。

　現在、筆者は社会人大学院において専門外ではあるが「国際貿易

論」を教えることになり、伊藤元重氏の貿易論のテキストを用いて講

義し3年が経過した。その間に新しい貿易論の論文などを読んだ。経済

地理学で新しい潮流が生じたことを知ったのは、数年前の日本経済学

会でMITの藤田教授の特別講義を聞いた時からであるが、ポール・クル

ーグマンがこの分野で注目すべき論文を発表し、新しい分野となったこ

とに気が付いた。ここでは、大都市への集中化傾向が必然的と見てきた

従来の考え方に対し、分散要因を重く見る新しい考え方を紹介したい。

この問題は、国際経済における一国への集中化とも同じ側面を持つこと

になる。

　通常の大都市集中、すなわち求心力を支える要因としては、市場規模

の大きさ、稠密な労働市場、外部経済効果があげられる。すなわち、大

都市における市場規模が大きいことが多くの企業活動や労働力を引き

つけ、大都市近辺における熟練労働の稠密な労働市場の存在が企業立

地を容易にし、大都市における情報の集積がもたらすスピル・オーバー

が本社機能を集中させるのである。これは、かつてアルフレッド・マー

シャルが外部経済効果と呼んだものである。

　これに対し新しい経済地理学は、分散要因、すなわち遠心力を支える

要因を重視する。すなわち、地域には移動しない生産要素である土地・

自然資源があり、国際間で言えば移動しない労働力がある。大都市の

場合、移動しない生産要素は土地であるが、大都市への人口集中は、大
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都市の地代の高騰と混雑現象がその生活環境を悪化させ、そこに自ら集

中の限界があるというのである。国際的にはEUが統合されても、フラン

スの労働者は簡単にはドイツには移動しないし、同じようにドイツの労

働者はフランスには移動しないのである。

　以上、集中化要因と分散化要因を見たが、前者はどちらかと言えば市

場を通ずる効果であり、後者はこれに対抗する要因と言えよう。どちら

が強いかは一義的には言えないことは当然であろう。

　さて、日本については、1980年代の東京への集中化傾向はその後変化

している。ひとつの要因は若年層の人口が減少化の傾向にあることで

あり、今までの説明に加えて人口要因を付け加える必要があろう。より

正確に言えば、世帯当たり人口の低下、あるいは長男・長女社会の出現

である。

　このような現象は必ずしも所得格差とは関係していないことも注意す

る必要がある。人口移動の縮小と大都市と地方都市との所得格差の拡大

は両立するのである。すなわち、財政力の地方間格差は拡大しても人口

移動とは結びつかないと言えるかもしれない。ただしこの現象は、財政

的には複雑である。現在の財政支出においては社会保障関係の支出の比

重が高く、これらの経費はある程度国の財源によって賄われている。

他方、地方の財源によって賄われる社会保障関係費も義務的経費の色

彩が強く、財政力がないから切り下げられるというわけにはいかない。

地方財政の財政力格差は地方財政の健全性における格差をもたらし、そ

の地方間格差は益々加速する危険性がある。最近のように地方財政の危

機が顕在化すると事態は益々悪化しかねないのである。
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座談会

地域の自立と地方財政のあり方

司会　国土政策については、平成10年3月に新し

い全国総合開発計画「21世紀の国土のグランドデ

ザイン」が策定され、この中で「地域の自立の促

進」が大きな課題として掲げられ、また、「地域

の選択と責任」による地域づくりが打ち出され

ました。一方、地方行財政については、地方分権

推進の動きの中で、平成11年7月に「地方分権一

括法」が制定され、機関委任事務の廃止など地方

公共団体の自主性の強化に向けた改革の第一歩を

踏み出しました。

　しかし、これまでの地域経済は、国庫支出金や

地方交付税といった国からの財政トランスファー

によって支えられてきた面が強く、また、地方公

共団体の自主的な財政運営を支える税財源問題に

ついても、政府の本格的な検討はこれからといっ

た状況かと思われます。

　そこで、本日は、地方財政をご専門にされてい

る先生にお集まりいただき、地方分権や地方財政

の改革の方向を踏まえて、地域経済の自立に向け

ての課題や地域政策のあり方についてお話を伺い

たいと思います。

1. 地方分権と地域の自立

司会　国土政策の基本理念は、「地域間格差の是

正」から「地域の自立」へと方向転換してきてお

り、また、地方行財政のあり方についても、「中

央集権」から「地方分権」へと大きく動きだして

きています。これらの動きは、地域の自主性を高
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めていくという意味では同一の方向を目指してい

るものと考えられますが、それらの背景や両者の

関連性をどのように考えれば良いのでしょうか。

神野　地方分権の流れをどのように捉えるかとい

うことですが、地方分権そのものについては、「地

方分権推進法」の第1条に「ゆとりと豊かさを実

感できる社会を実現することの緊要性にかんが

み、地方分権を推進する」と書いてありますので、

少なくとも、国民は、ゆとりと豊かさが実感でき

る社会を目指すことが地方分権を推進する目的

だと理解していると思います。また、地方分権

推進委員会の中間報告などでは、明治維新、戦後

改革に続く「第3の改革」として、行財政に限ら

ず、日本社会全体の改革という大きな捉え方がな

されています。

　このように言うと、地方分権は日本固有の問題

を解決するためのものと思われがちですが、世界

的にみても地方分権の流れは1980年代から出て

きています。そういう意味では、世界的な産業構

造、地域構造の変化という面から大きく捉えるこ

とができると思います。つまり、19世紀末から

20世紀末ぐらいまでの100年間は、世界的に産業

構造が重化学工業化していく時代で、各国とも全

国的な見地から道路、港湾、鉄道などのインフラ

を整備していく必要がありました。また、企業組

織の大型化に伴って中枢管理機能を担う大都市が

登場することにより、ピラミッド型の地域構造が

出来上がっていく時代でもありました。このため、

政治構造も中央集権の方向に揺れた時代だったと

大きく捉えることができると思います。

　しかし、今20世紀末という時代は、知識とか情

報とか言われるような産業構造が出来上がってく

る時代になっています。そのような時代になると、

知識とか情報が発信できるようなアメニティ豊か

な地域社会を作っていかないと産業も発展しない

時代になってきており、それぞれ地域社会の独自

性を活かすことが必要になってきています。その

ために、政治構造の振り子が地方分権の方向に変

わってきているのだと考えられます。

　言い換えると、今までの時代というのは、産業

構造の重化学工業化を軸に、地域構造が決まり、

政治構造も、全国画一的な公共サービスの供給や

インフラ整備という形で、住民から遠い政府によ

る「参加なき再分配」ということをやってきたの

です。しかし、このようなやり方では産業構造の

大きな変化に対応できなくなってきており、また、

人々がゆとりも豊かさも実感できなくなってきて

います。これからの時代は、個性を発揮できる地

域構造にして、政治構造的にも公共空間に人々が

いつでも参加できるシステムを作り上げていかな

いと社会経済の発展は望めないと思います。そこ

で、生活に合わせる形での公共サービスの供給に

よって、ゆとりと豊かさを実感できる社会を築い

ていこうとするのが地方分権の狙いだと理解して

います。

保母　この時期に地方分権と地域自立が出てきた

背景には二つあると思っています。

　一つは、神野先生が言われたように、社会経済

構造の変化に対して、財政の仕組みも計画の意思

決定の仕組みも変えなければいけないということ

なのだと思います。これまでは、重化学工業化に

沿って工場の配置や道路・鉄道などのインフラ整

備を中央が計画を作って進めていく、また、福祉

国家づくりのために、再分配によって歪みを調整

していくことが必要でした。このためには、中央

集権的にならざるを得なかったのが今までの仕組

みだったと思うわけです。しかし、情報化の中で

産業構造が変わって、インフラ整備にすれ違いが

生じてきた。また一方では、ゆとりのない大都市

での生活、活気に乏しい地域での生活があるわけ

です。さらに、自然とか景観の美しさが劣化して

きており、災害に対しても脆弱になってきている

というように生活の質が達成できないという問題

が出てきています。このため、上から「鳥の目」
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で見ていくやり方から住民の近くで「虫の目」で

みていくやり方への転換が必要になってきたと

いうことが背景の一つだろうと思います。

　もう一つは、公共部門にお金がなくなってきた

という問題もあると思います。これまでのやり方

の中で国や地方が多額の財政赤字を抱えるように

なったわけです。これを地域の自主性に基づいて

解決しようとして、「ふるさと創生論」などが出

てきたわけですが、国に知恵と金がなくなってき

たため、地域からもう一度変えなければいけない

ということで、国土計画においては「地域の自立」

ということが、また、地方行財政においても、「地

方分権」ということが出てきているのだと思います。

　ただ、これだけ地域間の経済力のアンバランス

があり、歴史的に自立できない現実が作られてき

ているわけですから、それをどう解決していった

らよいのかがこれからの課題であると思っていま

す。そういう意味では、私としては、地域のあり

方としては、「自立」よりは、自分達で決めてい

く「自律」の方がふさわしいんじゃないかと思っ

ています。

2. 地域政策のあり方

司会　地域経済の発展という面では、これまでは、

国の主導の基に公共投資による産業基盤整備や補

助金などを政策手段とした地域への産業誘導が重

視されてきたと考えられますが、経済のグローバ

ル化、財政制約などの環境変化の中で、これから

の地域政策のあり方についてどのように考えたな

らば良いのかについてお伺いしたいと思います。

保母　地方分権の時代に地域政策の目標をどのよ

うに考えるかは大きな政策課題であり、これから

十分議論されて行かなければならないと思ってい

ます。私たちは「外来型開発」から「内発的発展」

という言葉を使っているのですが、これまでは、

企業や補助金を外から連れてくることにより、地

域を豊かにしていくというストーリーを描いてい

ました。しかし、海外への企業進出が活発化し、

また、地域の労働力も枯渇してくる事態の中で、

地域としては、新しい政策のあり方を考えていか

なければならないと思います。

　秋田県の二ツ井町に行って、町長さんと話し合

ったことがあるのですが、町長さんは、「これま

での何十年かは農村としては、都市に追いつき、

所得をより高めようと努めてきたが、どうも農村

のあり方を見失っているのではないか。農村には

自然があり、歴史があり、古くからの人の繋がり

があるのだから、これを活かして豊かさを追求す

べきではないか。」というお話をされていました。

地域政策を考える場合、経済学的には、より多く

の物を生産し、それが配分されて、所得が増え、

これによって福祉が増進すると信じられてきたの

ですが、そうすると、いつまで経っても地域格差

だけが問題にされ、背伸びして、最終的には東京

を目指すというおかしなことになってしまうわけ

です。二ツ井町の町長さんが言われていたように、

これからは、足元を見て、地域の良さを輝かせて

いくようなあり方が地域政策に求められていくの

ではないかと思っています。

神野　何でも物事を考える場合、目的と手段を取

り違えては駄目だと思いますが、日本ではこれが

転倒しているところがあります。地域というのは

本来、人間が生活する「場」です。人間の生活の

ために生産があり、地域経済を振興するのであっ

て、生産や経済は人間が生きていくための手段な

のです。日本では少子化を問題にして、労働力が

不足し、経済が成り立たなくなると心配している

のですが、人間を生産の手段としか見れなくなっ

ている良い例です。これは、逆であって、私たち

人間の生活を支える「場」としての地域を作って

いくことが地域政策であるということを、まずは

間違えないようにすべきだと思うのです。

　地域政策の主体について言えば、直接の政策主

体は地方政府であっても、これは住民から独立し
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て存在しているわけではなくて、地方政府を支配

しているのは住民なのです。ですから、住民が自

分たちのために共同で政策を打つというのが基本

的な考え方だと思っています。地方政府としては、

住民にできるだけ密着したところで意志決定でき

るような形を取っていく必要があります。

　それでは、どのような地域政策を採用したなら

ば良いのかと言うことですが、産業に限って言え

ば、現在、大量生産・大量消費の時代が終わりを

告げたと思うのですが、今後どのような産業が経

済をリードしていくのかがよく分からない状況と

なっています。分からないときは、地域毎に知恵

を出して、大量生産・大量消費に代わる多品種少

量生産に合うような新しい産業を起こしていくこ

とが必要になってくると思います。ただし、新し

い産業にはリスクが多いわけですから、社会的な

ネットを地域社会が張っていかないと、それは実

現できません。人間は昔から生活に困ったときに

助け合う相互扶助活動を行ってきたのですが、こ

れに替わるものを公共サービスとして提供するこ

とが必要になってきます。一つは、社会的な安全

のネットで、福祉、医療、教育とかですね。もう

一つは、社会的なインフラのネットで、地域が情

報発信したいときにいつでもできるような情報イ

ンフラの整備です。この二つのネットを公共サー

ビスとして張っていくことが必要なのです。

3. 地域経済の自立と財政トランスファー

司会　次に、地域経済と財政の関係についてお話

を伺いたいと思います。特に地方圏の地域経済は

国から地方への財政トランスファーによって支え

られてきたいわば財政依存型の経済構造となっ

ていると言われていますが、地域経済の自立やナ

ショナル・ミニマムなどとの関係も踏まえて、こ

の問題をどのように考えたらよいのかお聞かせ下

さい。

神野　そもそも財政というのは、社会の構成員が

生活していくために必要不可欠なサービスを供給

するのであって、家庭やコミュニティでは充足で

きないような基本的なニーズを政府が公共サービ

スとして充足していくことだと思うわけです。国

が国民に対して最低限を保障するという意味のナ

ショナル・ミニマムがどこまでかということは、

やはり国民が考えて決めるしかないだろうと思い

ます。また、地方公共団体が住民に対して保障す

る範囲も地域住民が考えて決めるしかないだろう

と思います。

　地方交付税について批判がありますが、基本的

なニーズを政府が満たすということはどこの国で

も行われていて、これは政府の責務だろうと私は

考えています。ヨーロッパでも、1985年にヨー

ロッパ自治憲章が制定されて地方分権を目指して

いくのですが、地方公共団体の財政力格差を是正

する装置が必要である、ただし、それを決めるに
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あたっては地方公共団体の意思が反映されなけれ

ばならない、と謳われています。重要なことは、

貧しい地域と豊かな地域があった場合、国という

大きな公共の空間の中で、どこまで協力、保障し

合うかという問題が財政トランスファーの本質で

あるということを見忘れないことです。また、特

定補助金がこんなに残っているのは日本ぐらいで、

スウェーデンでもフランスでも1980年代に一般

補助金に変えています。地域の意思を反映した形

でトランスファーするためには、特定補助金は制

限していかなければならないと考えています。

  「地域の自立」という意味ですが、何も自給自

足を意味しているわけではないのでしょうが、た

ぶん、財政トランスファーによって域際収支の帳

尻が合っている状態を自立していないと言ってい

るのでしょうね。基本的には、自立とは生活レベ

ルの問題であって、生活を充足できる財貨、サー

ビスを獲得できる能力があれば自立しているとい

う理解でどうなのでしょうか。

保母　地域の自立ということが言われ出したのは

４全総の頃で、国の財政もだんだん苦しくなって

くる状況の下で、地域の自助自立論というのが出

てくるんですね。しかし、神野先生が言われたよ

うに、他人に全く依存しない自立は不可能ですか

ら、自立論というのはどちらかと言えば補助金の

縮減との関係で出されたものだと私は思っている

のですが。

　ある農山村部の町長さんが「町長の仕事という

のは、国へ行って補助金と公共事業をもってくる

ことだ。それでないと、この地域は食っていけな

い。」と言われるんですね。その地域は、歴史的

にみると、薪と炭で所得の半分を上げていたので

すが、エネルギー革命によってこれがなくなり、

その後いろいろやってみてもうまくいかず、その

うち道路建設などの公共事業が行政の目的になっ

てしまったのですね。これが財政トランスファー

依存の構図だと思うのですが、これをどうやって

変えていくのかが大きな課題ですね。

　しかし、地域の生活を支えていける産業という

か経済構造を築いてきたところも出てきています。

全国の市町村で農業とその加工品だけで200億円

以上の生産額があるところは数カ所しかないので

すが、その一つが北海道の士幌町です。もともと

は澱粉用のジャガイモが主な生産物だったのです

が、農業だけでは経済的に豊かになれないという

ことで、加工に取り組み、今ではポテトチップの

一大生産地としてかなり豊かな町になっています。

このように地域が自ら意思決定して取り組んでき

たところもあるのですが、そう簡単なことではな

いのですね。やはり、神野先生が言われたように、

公共的な政策として、本来の意味での産業や福祉

の面で基盤の整備をしていく必要があると思って

います。

神野　日本における地方自治の思想家の第一人者

は二宮尊徳だと思います。彼は自分の藩主から、

栃木県の桜町の財政建て直しをやってくれと言わ

れてそこに赴くのですが、その時、藩主が下賜金

をやると言ったがこれを断り、また、近隣の富豪

が金を貸すと言ったらこれも断った。結局、いわ

ば補助金も起債も断って勤倹実直によって建て直

したんですが、もともと日本の財政には他に依存

しないという発想があるんですよ。

4. 地方財政の問題点と改革の方向

司会　地方財政については、一般には、地方債な

どによる借入金の累増、経常収支比率の上昇など

財政構造の硬直化が問題視されていますが、この

問題をどの様に考えたらよいのでしょうか。また、

地方分権や地域の自立の促進にとって、地方財政

面での課題としてどのようなものがあるのでしょ

うか。

神野　私は、地方財政が今逼迫している状況を二

つのパターンに分けて考えています。一つは、地



地域の自立と地方財政のあり方

Volume 2　２０００ No.2　   RPレビュー   ９

方公共団体は国から義務づけられた仕事をやらざ

るを得ないのですが、それに見合った地方税が配

分されていないために赤字に陥っていくというパ

ターンです。もう一つは、日本では国が決定した

景気政策を地方公共団体が執行するシステムとな

っていますが、景気政策に誘導されて地方債が増

えていくパターンです。

　一つ目の方は、義務的な経費だけで財政が破綻

している訳ですから、今の国が地方公共団体に事

務を義務づけていくやり方を変えないと駄目なの

です。「地方分権一括法」で国の仕事を地方公共

団体に命令してやらせる機関委任事務はなくなり

ますが、国が法律で義務づけて、やり方まで決め

ていく仕組みは残るのですね。例えば、介護保険

などは、各地方公共団体が自主的にやる自治事務

なのですが、やり方は中央政府が細かい点まで決

めています。こういうやり方では、どうしても赤

字にならざるを得ないわけです。ですから、自己

決定権を地方公共団体に与えて、その代わり自分

の財政には責任を持つ仕組みが必要なのです。　 

　もう一つの方については、景気政策というの

は、本来的には国が主要な任務を負うべきなの

ですが、国が地方公共団体を景気政策に動員し

ています。しかも、財政状態が悪くなると財政再

建団体とか言って、国がその地方公共団体をモニ

タリングしているのです。今度の不況で、国は公

共事業をやらせようとして、起債充当率を上げた

り交付税で元利償還を裏打ちするなどの措置を採

ってきましたが、地方公共団体がそれを用いすぎ

ると、いずれまた公債費負担が増えて経常収支比

率を悪化させていくことになりかねない。どこま

で地方債を発行してどこまで負担していくかとい

うことは、住民が決めて、モニタリングしていく

仕組みに変えて行かざるを得ないと思います。国

としては、地方債は発行したいけれども、財政力

が弱いため不利な調達をせざるを得ないところに

支援をしてあげれば良いのではないかと思います。

保母　地方自治体は数としては非常に多くあるの

ですが、ナショナル・ミニマムという一つの物差

しで、国が資金を与え、管理してきたわけです。

しかし、地方分権や地域の自立という中では、こ

れがおそらく変わっていくのでしょうね。それで

は、どうすべきかという議論は十分なされている

わけではありませんが、一定のナショナル・ミニ

マムは必要としても、細部にわたって決めておく

ということは望ましいことではないと思います。

地域自らが財政規模をにらみながら、本当にニー

ズの高いところから優先順位をもって財政支出を

決めていけば、柔軟な財政構造になると思います。

特に、不況対策の中でますます赤字が膨らんでい

ったわけですが、今の仕組みを変えない限り、地

方財政の大赤字の状態はなくならないと思います。

また、起債充当率を高くして、その分を地方交付

税で面倒を見ていくというようなことをすると、

補助金が少なくなっただけ、自治体間の起債によ
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る建設競争が強まり、ますます赤字を加速させて

いくのではないかという感じがしています。

　また、国から地方への財政移転が30～40兆円

ありますが、地方交付税のような財源に頼らずに

やっていける地方自治体をどこまで増やすことが

出来るかが大きな課題です。例えば、2分の1から

3分の2ぐらいまでは、自主的な財源で賄えるよう

にすれば、国からのコントロールも少なくなって

くると思うのです。ただし、地方交付税について

言えば、これは地方自治体の共通の税であり、地

方自治体の中でも落ち込むところを支えるセーフ

ティ・ネットであって、最小限でも残す必要があ

ります。

神野　地方交付税への依存率は、確かに地方圏の

地方公共団体の方が高いのですが、受け取ってい

る金額で見ると、上位10位には札幌市を筆頭に政

令指定都市が並んでおり、圧倒的に経済力のある

都市に回っています。基準財政需要を義務づける

ものですから、都市部に多くの地方交付税が行っ

てしまうのですね。また、地方税収から見ると、

都市部が税金を多く納めているわけではなく、県

で見ると、1人当たり税収額は神奈川県は11位

で、埼玉県は29位というようになっています。

逆に、福井県は電力の関係で3位です。このよう

に経済力と財政力は違っていますが、このような

税収構造もやはりまずいのでしょうね。

5. 地方税財源の充実確保の方向性

司会　今、税収のお話が出たのですが、地方公共

団体の自主的な運営の確保のためには、その裏付

けとなる地方税財源の充実が重要だと考えられま

すが、税財源のあり方について、お話を伺いたい

と思います。また、財政的な自立が困難な地域に

ついては、今後とも、国の財政調整が必要だと考

えられますが、これについてもご意見を伺いたい

と思います。

神野　先程も言いましたように、経済力のある地

域については、税収が本来大きいのですから、国

税から地方税に移譲すれば、財政的な自立はでき

るのです。例えば、財政力指数が0.8以上が自立

の目安だとすれば、僅か1兆円か2兆円を移譲すれ

ば、財政力0.8以上の団体において日本の人口の7

割位が生活できます。そして、それを地方交付税

の不交付団体とすれば、貧しい地域に手厚く地方

交付税が配分できるということになります。ただ、

移譲する場合には、全国に満遍なく負担されてい

る普遍的な税金でないといけませんし、税収が大

きい基幹的な税目を移さないとうまくいきません。

例えば、消費税とか所得税ですね。特に、所得税

は累進課税になっているのですが、比例税率にし

て移せば、地域間格差を是正するような形で税源

移譲が可能になります。ただ、経済成長した時に

比例税率では税収がぐんと伸びないということを

心配するのであれば、ドイツのような共同税方式

も考えられます。

　課税自主権と言っても、基幹的な税目を国が押

さえている限りなかなか税収面では期待できない

のですが、地方公共団体が創意工夫でいろいろな

税金を考え出すことは可能です。例えば、環境と

か福祉に関連して、政策的に支出をコントロール

するための税金などが考えられます。ヨーロッパ

には、タイヤ、バッテリー、ペットボトル、空き

ビンなどに対するデポジット方式の税金などがあ

ります。ペットボトルなどに重い税金を掛けてお

いて、自動回収機に空いたペットボトルを入れれ

ば、レシートが出てきて、税金を返してあげると

いうような方式です。また、健康に悪い消費行為

に税金を掛けて、病院などに回すことも考えられ

ます。

保母　地方税のあり方については、現在、政府税

調で検討してしているところですが、現在の制度

を前提にすれば、やはり税源の移譲が鍵を握るの

だと思います。それと課税自主権の問題ですが、
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それ自体は重要だとは思いますが、税収効果だけ

を期待されますと、経済力の低いところでは相当

高い負担にしないとそれなりの行政サービスがで

きないという問題が出てきます。課税自主権を与

えたから自立しろと言うのは少々暴論ではないか

と思うのですが。

　私自身農村を見て回って思うのですが、人口の

ない地域が広がり始めていて、今後それが急速に

進むのだろうと思っています。このような状態で

果たして良いのかについて、むしろ都市に住む人

が考えるべき問題だと思います。先程、ドイツの

話が出ましたが、ヨーロッパ諸国では条件不利地

域対策が打ち出され、農村には人が住んで農業が

営まれている形が環境面でも国土保全面でも望ま

しいという考え方がなされています。ドイツでは、

デカップリング（直接支払いによる所得補償）や

日本で言う地方交付税的なものを農村部に出すこ

とについて都市の住民も企業も納得しています。

それは、都市の住民が農村の食物や自然に触れる

ことによって健全なドイツ国民を育てることにな

るという社会的な合意形成がなされているという

ことです。財政問題としては、施設を作る作らな

いということばかりではなく、家族関係や人間関

係をどの様に変えていくのか、次の世代をどの様

に育てていくのかということも考えていく必要が

あると思っています。

6. 資金の地域間配分と政策金融の役割

司会　地方債制度や政策金融は資金の地域間再配

分や地域への資金誘導にとって一定の機能を果た

していると考えていますが、最後に、地域政策に

おける政策金融の役割などについてご意見がござ

いましたらお願いします。

神野　地方税や地方債で行った公共投資は圧倒的

に地方圏が多いのです。しかし、財投資金を活用

した民活プロジェクトは、東京、大阪などの大都

市圏に回って、地方に還流していないと思います。

そういう意味で、地域金融を地元で回していく仕

組みができれば、地域独自のものが作っていける

のではないかと思います。その際、政策金融は、

もともと民間金融とは違いますので、原点をしっ

かり持って行動することが大切です。必要な場合

には、出資金や利子補給を増やしてもらうことも

当然あって良いわけです。あとは投融資先ですが、

特色ある地域経済の生産の前提条件を築くことに

重点的に対応することが重要だと思います。

　それから、国家的な視点からの開発プロジェク

トは、最新のものはまず地方に持って行くべきだ

と思うのですね。明治時代は、市電とか先導的な

プロジェクトは地方で実施されたんですよ。そう

しないと地方は飛躍しなかったのですね。しかし

明治が終わると、皆東京に集めるようになりまし

た。このようなプロジェクトが地域で展開できる

よう政策金融が支援していくことも必要でしょう。

保母　ベンチャー行政というわけではありません

が、地方公共団体でもベンチャー企業を支援する

ために、従来の枠から外れて新しいことをし始め

ています。政策金融としても、新しく地域を支え

ていくような産業やその基盤をどう構築していく

のかが大きな課題だと思うのですね。

　さらに、地域政策研究について言えば、明治以

来の社会の延長線上ではなく、新しい地域社会を

どのようにして創造していくのかといった観点か

らの研究が求められていると思うのですね。その

ためには、私たちのような研究者が今やっている

ところなのですが、一つ一つの地域を5年、10年

と定点観測し、そこがどう変わっていくのかを見

ながら、新しい地域社会のあり方を探っていくと

いうやり方も重要だと考えています。

司会　本日は、地域政策や地方財政のあり方につ

いて貴重なご意見をいただき誠に有り難うござい

ました。


